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（図）国民医療費に占める
　　事業主負担の割合

茫
然
自
失
の
な
か
の
占
領

顧
問　

永
田　

悦
夫

属国
ニッポン

③

の
た
め
の
侵
略
戦

争
と
し
て
始
ま
っ

た
。
そ
れ
に
対
し

連
合
国
は
国
連
を

つ
く
り
、
反
フ
ァ

れ
ま
で
の
大
本
営
発
表
が
す

べ
て
嘘
で
あ
っ
た
と
知
っ

た
。「
本
土
決
戦
」「
一
億
玉

砕
」
の
ス
ロ
ー
ガ
ン
に
踊
ら

さ
れ
、
苦
痛
に
耐
え
て
戦
争

に
協
力
し
て
き
た
人
々
は
、

は
じ
め
は
驚
き
、
次
い
で
虚

　

１
９
４
５
年
８
月
15
日
正

午
、
国
民
は
天
皇
の
ラ
ジ
オ

放
送
で
降
伏
を
知
っ
た
。
前

日
深
夜
、
政
府
は
ポ
ツ
ダ
ム

宣
言
受
諾
を
米
英
ソ
中
に
通

告
し
て
い
た
。
第
二
次
世
界

大
戦
は
日
独
伊
の
フ
ァ
シ
ズ

ム
国
家
に
よ
る
世
界
再
分
割

　

意
見
は
12
項
目
で
、
社
会

保
障
の
基
本
を
「
自
立
・
自

助
、
家
族
・
国
民
相
互
の
助

け
合
い
」
と
規
定
し
た
社
会

保
障
制
度
改
革
推
進
法
に
つ

い
て
、「
国
民
の
生
存
に
対

す
る
国
の
責
任
を
著
し
く
後

退
さ
せ
る
も
の
」
と
批
判
し

た
。
長
引
く
不
況
に
よ
る
国

民
生
活
の
悪
化
を
指
摘
し
、

「
社
会
保
障
制
度
の
果
た
す

役
割
が
ま
す
ま
す
重
要
に
な

っ
て
い
る
」
と
強
調
。
社
会

　

協
会
は
、
政
府
の
社
会
保
障
制
度
改
革
国
民
会
議
に
対

し
、「
国
の
責
任
に
お
い
て
国
民
負
担
の
引
き
下
げ
や
給
付

の
拡
充
を
図
る
社
会
保
障
制
度
改
革
こ
そ
求
め
ら
れ
る
」

な
ど
と
す
る
意
見
を
提
出
し
た
。
同
会
議
で
は
、
医
療
や

年
金
、
子
育
て
な
ど
あ
ら
ゆ
る
分
野
の
切
り
捨
て
を
検
討

し
て
お
り
、
社
会
保
障
の
改
悪
が
懸
念
さ
れ
て
い
る
。

保
障
に
対
す
る
国
の
責
任
を

果
た
す
た
め
、「
年
金
、
医

療
、
介
護
分
野
に
お
い
て
国

庫
支
出
を
増
や
し
、
制
度
の

充
実
を
図
る
改
革
」
に
転
換

す
る
よ
う
求
め
て
い
る
。

　

財
源
の
在
り
方
で
は
、
推

進
法
で
「
主
要
な
財
源
に
消

費
税
を
充
て
る
」
と
し
て
い

る
こ
と
を
挙
げ
、「
社
会
保
障

財
源
は
応
能
負
担
が
原
則
」

と
指
摘
。
国
民
医
療
費
に
占

め
る
事
業
主
負
担
の
割
合

（
図
）が
低
下
し
て
い
る
こ
と

か
ら
、消
費
税
で
は
な
く「
大

企
業
や
富
裕
層
を
優
遇
す
る

税
制
を
改
革
し
て
財
源
調
達

を
検
討
す
べ
き
」
と
し
た
。

　

医
療
分
野
で
は
、
推
進
法

が
掲
げ
る
「
健
康
の
維
持
増

進
、
疾
病
の
予
防
及
び
早
期

発
見
等
を
積
極
的
に
促
進
す

る
」
と
の
観
点
か
ら
、
歯
科

医
療
の
充
実
を
求
め
た
。
長

年
据
え
置
か
れ
た
基
礎
的
技

術
料
や
歯
科
の
低
診
療
報
酬

政
策
で
医
院
経
営
が
困
難
に

な
っ
て
い
る
状
況
を
紹
介

し
、
診
療
報
酬
の
引
き
上
げ

や
保
険
範
囲
の
拡
大
の
必
要

性
を
強
調
し
た
。
同
時
に
、

歯
科
技
工
士
や
歯
科
衛
生
士

に
対
す
る
評
価
の
改
善
を
求

め
た
。

　

ほ
か
に
、
患
者
窓
口
負
担

委
員
会
か
ら
あ
り
、
４
月
26

日
に
小
澤
力
理
事
長
、
志
岐

敬
事
務
局
長
が
大
阪
保
険
医

会
館
で
同
委
員
会
・
勝
田
保

広
副
委
員
長
ら
と
懇
談
し

た
。

　

勝
田
氏
は
、
同
党
が
４
月

24
日
に
発
表
し
た
景
気
回
復

ア
ピ
ー
ル
を
紹
介
し
、
安
倍

政
権
の「
ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス
」は

「
消
費
税
増
税
と
社
会
保
障

の
大
改
悪
を
含
む
毒
矢
だ
」

と
指
摘
。「
賃
上
げ
と
安
定

雇
用
で
働
く
人
の
所
得
を
増

や
す
」
な
ど
４
本
柱
の
デ
フ

レ
不
況
打
開
策
を
示
し
た
。 

　

勝
田
氏
は
、
政
策
を
周
知

す
る
た
め
に
チ
ラ
シ
の
配
布

や
機
関
紙
で
の
紹
介
を
要

請
。
歯
科
医
師
の
要
求
を
実

現
す
る
立
場
で
政
策
・
要
求

懇
談
会
や
討
論
会
に
党
の
候

補
者
が
参
加
す
る
こ
と
な
ど

を
申
し
入
れ
、「
大
阪
選
挙

区
で
憲
法
を
守
る
共
産
党
の

議
席
を
確
保
す
る
た
め
に
全

力
を
尽
く
す
」
と
語
っ
た
。

　

小
澤
理
事
長
は
、「
国
民
皆

保
険
、
社
会
保
障
制
度
を
守

る
一
番
の
基
本
は
憲
法
に
あ

る
。
評
議
員
会
、
総
会
で
改

憲
策
動
に
反
対
す
る
立
場
を

明
ら
か
に
し
た
い
」、「
社
会

保
障
制
度
の
充
実
が
景
気
回

復
に
つ
な
が
る
と
い
う
の
が

協
会
の
立
場
、
一
致
点
を
拡

大
し
た
い
」
と
語
っ
た
。

　

小
澤
理
事
長
は
、
国
民
の

健
康
を
守
る
共
同
の
取
り
組

み
と
し
て
「
保
険
で
よ
い
歯

科
医
療
を
大
阪
連
絡
会
」
の

市
民
講
演
報
告
集
や
６
月
９

日
の
総
会
・
市
民
講
演
の
案

内
な
ど
を
渡
し
、
保
険
給
付

の
拡
大
、
窓
口
負
担
軽
減
、

歯
科
診
療
報
酬
改
善
を
柱
と

し
た
協
会
運
動
へ
の
協
力
・

共
同
を
訴
え
た
。

日
に
開
く
総
会
と
市
民
講
座

を
成
功
さ
せ
る
当
面
の
目
標

を
確
認
し
た
。

　

医
療
活
動
で
は
、
６
月
23

日
に
医
科
・
歯
科
・
協
同
組

合
共
催
で
開
く
日
常
診
療
経

験
交
流
会
を
成
功
さ
せ
る
。

　

来
年
の
診
療
報
酬
改
定
に

向
け
て
、
７
月
13
日
に
田
辺

保
団
連
副
会
長
（
歯
科
社
保

・
審
査
対
策
部
長
）
を
招
い

て
「
保
団
連
の
診
療
報
酬
改

善
要
求
案
の
勘
所
と
レ
セ
プ

ト
審
査
の
現
状
」
で
学
習
会

を
開
く
こ
と
に
し
た
。

と
、
毎
月
25
日
の
街
頭
宣
伝

に
参
加
す
る
こ
と
に
し
た
。

　

国
会
に
対
し
て
は
５
月
16

日
、
６
月
13
日
に
、
請
願
署

名
を
持
っ
て
地
元
議
員
ら
に

要
請
す
る
。

　

保
険
で
良
い
歯
科
医
療
を

求
め
る
運
動
は
、
署
名
と
共

に
「
保
険
で
よ
い
歯
科
医
療

を
大
阪
連
絡
会
」
が
６
月
９

署
名
」
と
Ｔ
Ｐ
Ｐ
参
加
撤

回
、
消
費
税
増
税
中
止
を
求

め
る
会
員
署
名
を
中
心
に
し

た
署
名
運
動
に
取
り
組
む
こ

と
を
決
め
た
。

　

６
月
８
日
の
午
後
に
開
か

れ
る
「
社
会
保
障
の
改
悪
、

消
費
税
増
税
に
怒
る
大
阪
府

民
集
会
」
に
は
協
会
と
し
て

50
人
を
目
標
に
参
加
す
る
こ

　

協
会
は
５
月
11
日
に
理
事

会
を
開
き
、
18
日
に
開
く
評

議
員
会
で
提
案
す
る
２
０
１

２
年
度
決
算
案
、
12
年
度
収

支
差
額
処
理
案
、
13
年
度
予

算
案
を
承
認
し
た
。

　

医
療
運
動
で
は
、
７
月
の

参
院
選
ま
で
を
運
動
の
前
期

と
位
置
づ
け
、「
保
険
で
良

い
歯
科
医
療
を
求
め
る
請
願

５
・
16
国
会
行
動

要
請
議
員
一
覧

　

協
会
が
５
月
16
日
の
国

会
行
動
で
要
請
し
た
議
員

は
次
の
通
り
。

【
面
談
】

衆
院
〈
共
産
〉
宮
本
岳
志

参
院
〈
共
産
〉
山
下
芳
生

【
秘
書
対
応
】

衆
院
〈
自
民
〉
と
か
し
き

な
お
み
、
北
川
知
克
、
中

山
泰
秀
、
大
塚
高
司
、
左

藤
章
、原
田
憲
治
、〈
維
新
〉

井
上
英
孝
、
浦
野
靖
人
、

松
浪
健
太
、
遠
藤
敬
、
馬

場
伸
幸
、
西
根
由
佳
、
足

立
康
史
、
上
西
小
百
合
、

木
下
智
彦
、
谷
畑
孝
、
西

村
眞
悟
、
三
宅
博
、
村
上

政
俊
、
西
野
弘
一
、
丸
山

穂
高
、〈
民
主
〉
辻
元
清

美
、〈
公
明
〉
北
側
一

雄
、
佐
藤
茂
樹
、
伊
佐
進

一
、
浮
島
智
子
、
樋
口
尚

也
、〈
生
活
〉
村
上
史
好

参
院
〈
自
民
〉
北
川
イ
ッ

セ
イ
、
谷
川
秀
善
、〈
民

主
〉
梅
村
聡
、
尾
立
源

幸
、
藤
原
正
司
、〈
公
明
〉

白
浜
一
良
、
山
本
香
苗

 

（
敬
称
略
・
順
不
同
）

の
軽
減
や
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
制

度
の
導
入
撤
回
、
国
民
健
康

保
険
に
お
け
る
国
庫
負
担
の

引
き
上
げ
、
後
期
高
齢
者
医

療
制
度
の
廃
止
、
低
年
金
の

改
善
な
ど
を
求
め
て
い
る
。

意
見
の
全
文
は
協
会
ホ
ー
ム

ペ
ー
ジ
に
掲
載
し
て
い
る
。

　

国
民
会
議
は
、
パ
ブ
リ
ッ

ク
コ
メ
ン
ト
を
踏
ま
え
、
設

置
期
限
の
８
月
22
日
ま
で
に

「
改
革
」
の
方
針
を
取
り
ま

と
め
る
予
定
に
し
て
い
る
。

　

参
議
院
議
員
選
挙
に
向
け

て
、
財
界
中
心
・
ア
メ
リ
カ

い
い
な
り
の
古
い
自
民
党
型

政
治
を
転
換
し
、
国
民
の
切

実
な
要
求
・
課
題
を
実
現
す

る
た
め
の
協
力
・
共
同
の
申

し
出
が
日
本
共
産
党
大
阪
府

脱
感
、
茫
然
自
失
の
状
態
に

な
っ
た
。
戦
争
が
ア
ジ
ア
へ

の
侵
略
戦
争
で
あ
っ
た
こ
と

も
、
反
フ
ァ
シ
ズ
ム
戦
争
で

あ
っ
た
こ
と
の
意
味
も
理
解

で
き
な
か
っ
た
。
自
覚
的
に

民
主
主
義
を
求
め
る
運
動
は

す
ぐ
に
は
起
こ
ら
な
か
っ

シ
ズ
ム
と
民
主
主
義
を
共
通

の
理
念
と
し
た
。

　

戦
争
に
よ
る
日
本
の
損
失

は
膨
大
で
あ
っ
た
。
だ
が
そ

れ
以
上
に
ア
ジ
ア
の
国
々
に

与
え
た
犠
牲
は
大
き
か
っ

た
。

　

国
民
は
天
皇
の
放
送
で
そ

め
た
。
獄
中
に
い
た
共
産
主

義
者
な
ど
政
治
犯
の
釈
放
運

動
に
ま
ず
取
り
組
ん
だ
の

も
、
朝
鮮
人
た
ち
で
あ
っ

た
。
日
本
人
が
敗
戦
の
歴
史

的
意
味
を
理
解
で
き
な
い
な

か
で
、
彼
ら
は
そ
れ
が
反
フ

ァ
シ
ズ
ム
、
民
主
主
義
へ
の

た
。

　

ま
ず
立
ち
上
が
っ
た
の
は

朝
鮮
人
、
中
国
人
だ
っ
た
。

敗
戦
は
自
ら
の
解
放
で
あ
っ

た
。
北
海
道
の
炭
鉱
で
彼
ら

が
蜂
起
し
、
強
制
労
働
に
抗

議
、
労
働
組
合
を
つ
く
り
始

も
民
族
解
放
―
独
立
の
動
き

が
た
だ
ち
に
始
ま
っ
た
。
侵

略
国
日
本
の
国
民
だ
け
が
エ

ア
ポ
ケ
ッ
ト
に
陥
っ
て
い

た
。
そ
の
な
か
で
占
領
が
開

始
さ
れ
た
。

 

（
つ
づ
く
）

新
し
い
出
発
点
で

あ
る
こ
と
を
理
解

し
て
い
た
。

　

日
本
の
占
領
下

に
あ
っ
た
諸
国
で

理事会

社
会
保
障
制
度

改
革
国
民
会
議 

に
意
見
を
提
出

参
院
選
へ
運
動
対
策
を
確
認

国
庫
負
担
増
な
ど
国
の
責
任
を
強
調

署
名
中
心
に
取
り
組
み
強
化

医
療
問
題
で
懇
談

共
産
党
府
委
が
共
同
を
呼
び
か
け

厚労省「国民医療費の概況」から作成
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